
１　施策の位置づけ

２　施策の評価

人

人

％

事業

事業

３　主な取組

1

記号

302 5

49 5

178

307 5

306 5

305 5

304 5

263 2

2

記号

50 5

51 5

52 5

53 5

54 5給食室フード清掃委託料 教育委員会 維持

　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

朝日村人権擁護委員補助金 総務課 維持

給食室消毒管理委託料 教育委員会 維持

　

維持 Ａ 　

維持 Ａ 　

朝日村の子どもたちが変化する多様な時代を生き抜く力を身に付けられるよう、他人を思いやる温
かなこころを育み、たくましい体力を増進させるための取組の推進 Ａ

コスト 評価 重点化

朝日村更生保護女性会補助金 総務課 維持

事務事業名 担当課 成果

朝日村保護司会補助金 総務課 維持

89.5 95.0

　

豊かなこころと健やかな身体の育成 総合評価

　

維持 Ａ 　

Ａ 　

外国語指導助手（ALT)派遣業務委託料 教育委員会 維持

学習教室等の取組 教育委員会 維持

2

コスト 評価 重点化

10

事務事業名 担当課 成果

小学校と地域が連携
して実施した事業の
数

9 9 - -

未来を切り拓く学力の向上 総合評価

朝日村の子どもたちが将来、社会で活躍する人材へ成長することができるよう、学習習慣と基礎学
力の定着のための取組、現代社会で求められている英語やプログラミング等の教育の推進 Ａ

教育委員会90.0

10

保育園と地域が連携
して実施した事業の
数

朝日小学校に対する
満足度

5

20

- -

中学生の学習教室利
用者数

0 12 18 20

60
コミュニティスクー
ルに関わったボラン
ティア数

41 41

93.0 93.0

10 1

R4 R5

維持 Ａ 　

（様式２） 令和４年度　施策評価シート

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

R6

目標値
指標（ＫＰＩ）

単
位

基準値 達成値
担当課

H30 R1 R2 R3

教育大綱作成委託料 教育委員会 維持 維持 Ａ 　

ICT支援員委託料 教育委員会 維持 維持 Ａ 　

授業目的公衆送信補償金使用料 教育委員会 維持 維持 Ａ 　

施設長寿命化事業実施計画策定業務 教育委員会 維持 維持 Ａ 　

行政教育ネットワーク機器整備工事請負費 総務課 拡大 維持 Ａ 　

インターネット等使用料 教育委員会 維持



3

記号

55 5

179

303 7

4

記号

180

181

182

5

記号

56 5

４-１　施策の評価・検証　（教育委員会）

教育委員会 維持

冬季体育授業講師謝礼 教育委員会 維持

コミュニティスクールの推進 教育委員会 拡大

教育委員会 維持

コミュニティスクール準備会報償金 教育委員会 休・廃止

教育委員会 維持

　

事務事業名 担当課 成果

特別支援教育支援員の配置

子どもたちが安心して学校で学ぶことができるよう、学校施設の維持・修繕や、学校運営への保護
者・地域住民の参画を行う等、教育環境の整備

Ａ

Ａ

コスト 評価 重点化

　

安全・安心で信頼される学校づくり 総合評価

　

学校評議員活動報償金 教育委員会 維持 　

　

事業構成の適正
学校教育を中心として、地域への愛着と誇りを持った子供を育てる。

事業の重点化
コミュニティスクールの活用やICT教育を推進するとともに、支援を必要とする児童生
徒への支援や、特別支援教育の充実を図る。

評価視点 評価コメント

　

維持 Ａ

コスト 評価 重点化

Ａ 　

　

Ａ 　

支援を必要とする児童・生徒への支援 総合評価

支援を必要とする児童・生徒も自立し、社会へ参画することができるよう、不登校やいじめ等の悩
みを抱える児童・生徒や保護者に対する支援や、特別支援教育の充実等を図る Ａ

　

事務事業名 担当課 成果

適応支援員による指導及び支援

中間教室の実施

維持 Ａ 　

Ａ 　

朝日村で成長した子どもたちが郷土に愛着をもち、将来、朝日村で活躍することができる人材とな
るよう、郷土愛を育む教育の推進 Ａ

コスト 評価 重点化事務事業名 担当課 成果

郷土愛を育む教育の推進 総合評価

皆減 Ａ 　



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

302令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

第2次朝日村教育大綱に沿った取り組みを行う。

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題 第2次教育大綱に沿った教育の運営

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

検討委員会を立ち上げ内容の検討を図った。教
育の基本理念「ふるさとを想い　未来をともに築
き　自らを耕し続ける　人づくり」と定め計画を策
定できた。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 990 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 村民 補助単独 単独

教育委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 計画に沿った教育行政の推進を図る 経費区分 臨時

02 開始年度

新/継 新規

目 標 教育大綱の更新時期を迎えたため第2次教育大綱を策定する

予算科目 款 10 項 01 目

手 段 地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称教育大綱作成委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀　教育大綱作成委託料 990



【朝日村第６次総合戦略】 4 1 1

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

49令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

外国語教育により国際理解を深め、学習の充実
を図る

外国語教育により国際理解を深め、学習の充実を図る

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

新学習指導要領の改訂により小学校での外国
語教育が加わった。このためALTを配置し、児童
の国際理解を深め、聞くこと、話すこと（やり取
り）、話すこと（発表）、書くことの力を育んだ。
ALTの配置により外国語がより身近なものとして
感じられた。

児童の国際理解を深め、聞くこと、話すこと（やり
取り）、話すこと（発表）、書くことを学んだ。ネイ
ティブイングリッシュに触れることができ外国語
がより身近なものに感じられ、外国に対する興
味関心を引くことができた。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 4,999 一 般 財 源 4,884 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 小学校児童 補助単独 単独

教育委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 外国語に触れる機会や異文化及び生活習慣に慣れ親しむ機会を提供し、国際感覚を高め、外国語によるコミュニケーション能力を養う素地を育む 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 英語教育の推進

予算科目 款 '10 項 '02 目

手 段 外国語指導助手（ALT)の配置

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称外国語指導助手（ALT)派遣業務委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　派遣委託 4,999 ➀派遣委託 4884



【朝日村第６次総合戦略】 ### ### ###

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 20 単位 人 20 単位

178令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

朝日未来塾の開催
小学生のための英会話教室
大人のための英会話

朝日未来塾の開催
小学生のための英会話教室
大人のための英会話

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

コロナ禍だったためすべての日程を開催すること
が難しかった。
コーディネートを含め活動団体に任せることはで
きないか。

未来塾について、中学生は部活との両立の生徒
が多く考慮しての日程を組んではいるが、やはり
途中参加人数が減少してしまう傾向がある。大人
の英会話は参加人数が少ないため内容を精査
するか実施の有無を検討するか課題である。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

月２回程度開催し、児童生徒に学習の場の提供
と学習支援員を配置し、自主的に学習に取り組
める環境をつくることで学習支援につながった。

月２回程度開催し、児童生徒に学習の場の提供
と学習支援員を配置し、自主的に学習に取り組
める環境をつくることで学習支援につながった。

目標実績値 18 単位 人 20

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

114
（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 朝日未来塾は中学生、子どものための英会話は小学５．６年生、大人のための英会話は一般 補助単独 0

教育委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 学習習慣と基礎学力定着、英語学習の推進 経費区分 0

0 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 定期的に開催し、支援をいただきながら定着を図る

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 学習の場を確保し朝日未来塾は村内元教員と信大生に学習支援をいただき、英会話についてはALTの活用をする

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②　子供のための英会話教室 0

2 年度 所 管 課

③　大人のための英会話 0 ③　大人のための英会話 ③

教育委員会細節名称学習教室等の取組

担当者 係長

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

②　子どものための英会話教室 ②

活動指標 朝日未来塾　２０人

事業費

➀　朝日未来塾 188 ➀ 朝日未来塾

※ゼロ予算事業については、成果の

み方向性を検討してください。（コスト

は不要）



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称ICT支援員委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀　ICT支援員委託料 4562

予算科目 款 10 項 02 目

手 段 小学校へ専門的知識のある人員の配置

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 小学校 補助単独 単独

教育委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 小学校においてICT環境の利活用の促進を図る 経費区分 臨時

02 開始年度

新/継 新規

目 標 児童及び教職員が日常的にICT環境を利活用できるように支援をする

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 4,562 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

ICT支援員を小学校へ配置し、児童や教職員に
対して授業支援を行ったり、情報機器の環境整
備及び環境改善などに取り組むことができた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

ICT支援員を配置することで即座に対応が可能な
ため安心した教育活動が行える。専門的な知識
が問われる場面があり今後も配置が必要であ
る。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 4,800 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

307令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 4,800 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

ICT支援員の配置

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

使用料及び賃借料細節名称授業目的公衆送信補償金使用料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀　授業目的公衆送信補償金 22

予算科目 款 10 項 02 目

手 段 補償金を支払い著作物を利用する

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 小学校 補助単独 単独

教育委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 ICTを活用した教育での著作物を利用することで授業内容の充実を図る 経費区分 経常

01 開始年度

新/継 新規

目 標 授業の中で積極的にICTを活用する

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 22 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

ICT教育が進み授業の中でタブレット端末を利用
する頻度が増えそれとともに著作物の利用がし
やすい環境が整えられた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題 恒常的な費用となっている

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 27 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

306令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 27 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

補償金を支払いICT活用の環境を整える

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

使用料及び賃借料細節名称インターネット等使用料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②　スマート配信利用料 53 ②

活動指標

事業費

➀ ➀　ひかりインターネット使用料 71

予算科目 款 10 項 02 目

手 段 インターネット回線の利用

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 小学校、保護者 補助単独 単独

教育委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 情報通信機器を活用した学校運営と学習環境の充実を図る 経費区分 経常

01 開始年度

新/継 新規

目 標 時代に沿った教育、情報発信を行う

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 124 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

インターネット回線を利用することで、情報機器を
りようした学習に取り組むことができた。また、保
護者に対して素早情報発信が図られた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題 情報機器を利用する上では恒常的な費用となる

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 125 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

305令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 125 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

ひかりインターネットの使用とスマート配信の使
用を行う

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称施設長寿命化事業実施計画策定業務

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀　施設長寿命化事業実施計画策定業務 990

予算科目 款 10 項 02 目

手 段 施設の現状を把握し、改修の必要箇所を整理し、優先順位と費用の平準化、工事の効率化を図り計画を策定する

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 朝日小学校施設 補助単独 単独

教育委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 更新時期を迎えている小学校施設を計画的に実施することで長寿命化を図る 経費区分 臨時

01 開始年度

新/継 新規

目 標 小学校施設の長寿命化事業実施計画の策定

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 1,430 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

業者委託をし、施設の現状把握、過去の改修状
況や現場の意見を反映した今後5年間の計画が
策定できた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

次年度から改修工事が実施されるが、予算の確
保、利用しながらの工事となるので現場と連絡を
密に取りながら進める必要がある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

304令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

計画に沿った長寿命化

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

工事請負費細節名称行政教育ネットワーク機器整備工事請負費

担当者 係長

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀工事請負費 693

予算科目 款 02 項 01 目

手 段 庁内ネットワーク環境のWifi化をするための機器整備

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 全職員 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 行政事務の効率化・業務継続対応 経費区分 臨時

15 開始年度

新/継 新規

目 標 行政事務の効率化・業務継続対応

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 693 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

庁内Wifi施設整備工事

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

セキュリティ対策、利便性・効率性の向上を考慮
したネットワーク環境整備が求められる。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大 ✔

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

263令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 0 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

無

単位目標値 単位 単位
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単位目標値 単位 単位

50令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 45 一 般 財 源 45 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

各地区に於いて青少年の健全育成に努める。社
明運等の実施。各種研修会参加。薬物乱用防止
活動等等犯罪者の再発防止のための面接指導

更生保護、犯罪予防、非行防止を目的とし、
啓発活動・見回り・研修・面接を行う。

財源

（千円）

予算額 45 予算額 45 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

村からの助成金で賄えず県分担金・会議等・研
修会の旅費等を自己負担している。

一人2万円程の自己負担分がある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

・村内巡回パトロール2回
・会議9回
・研修会2回

・村内巡回パトロール2回
・会議10回
・研修会1回

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 45 一 般 財 源 45 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④会議、研修会の会費旅費 35 ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 保護司2名 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 更生保護・犯罪予防・非行防止に努める 経費区分 経常

'13 開始年度

新/継 継続

目 標 朝日村在住者の犯罪者の再犯防止に努める。

予算科目 款 '02 項 '01 目

手 段 1年間の活動経費の補助金として交付

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②青少年健全育成・社明運動 0

2 年度 所 管 課

③村外視察研修 30 ③ ③

補助金細節名称朝日村保護司会補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀塩筑会費・県分担金・互助会 64 ➀補助金 45
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51令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 30 一 般 財 源 30 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

・犯罪予防活動への協力
・更生施設、関係機関への支援
・ボランティア活動
・会員の資質向上のための研修

・犯罪予防活動、奉仕活動への協力
・資質向上のため研修の充実を図る
・更生保護思想の普及
・保護司と連携して更生保護事業の発展に努め
る

財源

（千円）

予算額 30 予算額 30 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

コロナ禍で計画していた活動がほとんどできない。コロナ禍でほとんどの活動が中止となった。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

・更生施設等への訪問
・村内1施設の草刈りボランティア

・更生施設等への訪問
・小学校でチラシ配布

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 30 一 般 財 源 30 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ボランティア活動　(村内施設草取り) 0 ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 朝日村更生保護女性会　(26名) 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 更生保護事業に協力し、明るい社会の建設に寄与すること 経費区分 経常

'13 開始年度

新/継 継続

目 標
更生保護事業の発展・犯罪予防活動、奉仕活動を通して地域社

会の浄化に努める

予算科目 款 '02 項 '01 目

手 段 1年間の活動経費の補助金として交付

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②旅費 1

2 年度 所 管 課

③更生施設等の訪問(物資・支援金) 13 ③

補助金細節名称朝日村更生保護女性会補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②

活動指標

事業費

➀会議2回 5 ➀補助金 30
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52令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 30 一 般 財 源 45 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

人権啓発、人権相談及び人権侵害事案の把握
に更に努め、人権を擁護する活動を積極的に
行っていく。

村民の日常生活の中で人権尊重思想の普及高
揚
を図るとともに、人権侵害による被害者を救済
し、
人権を擁護する。

財源

（千円）

予算額 30 予算額 45 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ｂ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

会議が月２回～３回開催されるが、日当が出て
いない。

なし

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

・子ども、高齢者、障がい者等の人権擁護、啓発
推進
・人権相談
・中学生人権作文審査

・子ども、高齢者、障がい者等の人権擁護、啓発
推進
・人権相談
・中学生人権作文審査

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 30 一 般 財 源 45 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④男女共同参画推進 0 ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 人権擁護委員(3名) 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 人権尊重思想の普及高揚を図るとともに、人権侵害による被害者を救済し人権を擁護する 経費区分 経常

'13 開始年度

新/継 継続

目 標
地域の中で人権が侵害されないよう配慮し人権を擁護するよう

積極的な人権活動を行う

予算科目 款 '02 項 '01 目

手 段 1年間の活動経費の補助金として交付

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②街頭啓発活動　1回 0

2 年度 所 管 課

③会議・研修旅費等 80 ③

補助金細節名称朝日村人権擁護委員補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

②

活動指標

事業費

➀人権相談2回 0 ➀補助金 45
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委託料細節名称給食室消毒管理委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　給食室消毒管理委託 270 ➀  給食室消毒管理委託 270

予算科目 款 '10 項 '02 目

手 段 委託業務

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 朝日小学校給食室 補助単独 単独

教育委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 学校給食衛生管理基準に基づき給食室の消毒管理を行う 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 自校給食の提供

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 270 一 般 財 源 271 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

給食室内の毎日のアルコール噴霧、月1回のア
ルコール交換、害虫検査の実施をすることで衛
生管理の徹底が図られた。給食室内の毎日のアルコール噴霧、月1回のアルコール交換、害虫検査の実施をすることで衛生管理の徹底が図られた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

衛生管理のためには継続する必要がある。

衛生管理のためには継続する必要がある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 363 予算額 363 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

53令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 363 一 般 財 源 363 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

アルコール噴霧、アルコール交換作業、害虫検
査の実施　飛翔昆虫防除の実施

アルコール噴霧、アルコール交換作業、害虫検
査の実施　飛翔昆虫防除の実施

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】 4 1 2

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

54令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 400 一 般 財 源 400 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

フード清掃の実施 フード清掃の実施

財源

（千円）

予算額 400 予算額 400 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

衛生管理を徹底するためには継続する必要がある。衛生管理を徹底するためには継続する必要があ
る。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

日々の清掃では手の行き届かない場所のフード
清掃作業と設備管理の実施により、衛生管理が
図られた。

日々の清掃では手の行き届かない場所のフード
清掃作業と設備管理の実施により、衛生管理が
図られた。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 464 一 般 財 源 259 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 小学校給食室 補助単独 単独

教育委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 学校給食衛生管理基準にそって清掃業務を行う 経費区分 経常

'03 開始年度

新/継 継続

目 標 自校給食の提供

予算科目 款 '10 項 '02 目

手 段 委託業務

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称給食室フード清掃委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　給食室フード清掃委託 464 ➀  給食室フード清掃委託 259



【朝日村第６次総合戦略】 4 1 3

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

報償費細節名称冬季体育授業講師謝礼

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　スケート教室、スキー教室講師謝礼 273 ➀　スケート教室、スキー教室講師謝礼 40

予算科目 款 '10 項 '02 目

手 段 村内施設を活用した授業の実施

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 小学校児童 補助単独 単独

教育委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 冬季のスポーツを体験し、興味の幅を広げ技術の向上を図るとともに、体力づくりを目的とする 経費区分 経常

'02 開始年度

新/継 継続

目 標 特色ある独自プログラムの展開

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 273 一 般 財 源 40 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

スケート教室、スキー教室の実施し、地域の特色
ある教育の推進が図られた。

コロナ禍により、スキー教室が実施できなかっ
た。スケート教室については地域の特色を生かし
た教育の推進が図られた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

温暖化によりスケート場の滑走可能期間が短く、
授業で取り組める時間数が少ない。

温暖化によりスケート場の滑走可能期間が短く、
授業で取り組める時間数が少ない。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 374 予算額 374 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

55令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 374 一 般 財 源 374 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

スケート教室の実施、スキー教室の実施 スケート教室の実施、スキー教室の実施

単位目標値 単位 単位



【朝日村第６次総合戦略】 ### ### ###

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 60 単位 人 単位

179令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

国CSを立ち上げ本年が１年目となるため学校・
家庭・地域・行政が一丸となりそれぞれの立場か
ら目指す子どもの姿を共有しながらよりよい方向
へ推進する。

学校と地域、保護者、行政が連携して目指す子
どもの姿を共有し活動を推進する

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

コロナにより活動が中止となったため、学習支援
ボランティアさんとの連絡が希薄となってしまい、
ボランティアさんの支援意識の低下となってい
る。今後の活動にどうつないでいくか課題であ
る。

コロナ禍で活動ができないことで児童たちの地域
との関わりが途絶え、成長過程で大切な体験す
るという機会が減り、ふるさとを想う愛着心が薄
れているのではないか。活動できないことで地域
の方の小学校への関心も薄れてしまうのではな

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

コロナ禍だったため活動できなかった
コロナ禍だったため積極的な活動推進が図れな
いままであったが、ボランティアの顔合わせ会や
一部の活動が再開できた。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 朝日小学校と地域住民 補助単独 0

教育委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 地域と学校が連携し子どもたちを育てる 経費区分 0

0 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 地域と連携した教育の推進

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 小学校で支援してほしいことを地域の方(ボランティア）にお願いし支援していただく

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

教育委員会細節名称コミュニティスクールの推進

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標 ６０人

事業費

➀ コミュニティスクールの推進 ➀ コミュニティスクールの推進

※ゼロ予算事業については、成果の

み方向性を検討してください。（コスト

は不要）



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

303令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

学校運営協議会の運営

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題 学校運営協議会の設置により目標が達成できた。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

学校運営協議会制度に沿った体制整備を行うこ
とができた。共有する目指す子ども像を「大好
き！！自分・学校・朝日村」と決定した。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 29 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 コミュニティスクールに関係する団体の代表 補助単独 単独

教育委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 令和4年度に国型のコミュニテスクールへの移行に向けての体制整備をする 経費区分 臨時

01 開始年度

新/継 新規

目 標 学校運営協議会の設置

予算科目 款 10 項 02 目

手 段 学校運営協議会制度に沿って進める

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

報償費細節名称コミュニティスクール準備会報償金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀　コミュニティスクール準備会報償金 29



【朝日村第６次総合戦略】 ### ### ###

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

180令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

保育園学校と連携して配慮の必要な子どもへの
支援を行う

保育園学校と連携して配慮の必要な子どもへの
支援を行う

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

配慮の必要な子どもが年々増加しているため抱
える件数が増えている 配慮の必要な子どもが年々増加しているため抱

える件数が増えるとともに多様化している。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

適応支援員が配置されていることで素早くきめ細
やかな対応ができでいる。 適応支援員が配置されていることで素早くきめ細

やかな対応ができでいる。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 配慮の必要な児童生徒およびその保護者 補助単独 0

教育委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 配慮の必要な子どもが、将来自立し社会へ参画することができる人になるよう支援をする 経費区分 0

0 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 定期的に保育園学校を訪問し子どもの様子を確認し支援へつなげる

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 保育園学校と連携をとりながら配慮の必要な子どもを見極め支援へつなげる

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②　相談支援

2 年度 所 管 課

③　訪問活動 ③　訪問活動 ③

教育委員会細節名称適応支援員による指導及び支援

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②　相談支援 ②

活動指標

事業費

➀　支援会議の開催 ➀ 支援会議の開催

※ゼロ予算事業については、成果の

み方向性を検討してください。（コスト

は不要）



【朝日村第６次総合戦略】 ### ### ###

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

181令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

登校できない状態にある児童生徒が学校復帰、
社会的自立等に向かうよう支援する

登校できない状態にある児童生徒が学校復帰、
社会的自立等に向かうよう支援する

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

利用者がいないということは良いことですが、今
後も児童生徒の成長過程の中では必要な場であ
る。

利用者がいないということは良いことですが、今
後も児童生徒の成長過程の中では必要な場であ
る。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

利用する児童生徒はなし

利用する児童生徒はなし

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 心理的情緒的な理由により登校できない状態にある児童生徒 補助単独 0

教育委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 登校できない状態にある児童生徒が学校復帰、社会的自立等に向かうよう支援する 経費区分 0

0 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 登校できない状態にある児童生徒が安心して通うことができるようになる

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 中間支援員を配置し児童生徒への支援を行う

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

教育委員会細節名称中間教室の実施

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀

※ゼロ予算事業については、成果の

み方向性を検討してください。（コスト

は不要）



【朝日村第６次総合戦略】 ### ### ###

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

182令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

特別支援教育支援員を配置し必要な児童へのサ
ポートを行う

特別支援教育支援員を配置し必要な児童へのサポートを行う

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

担任ひとりでは対応できない部分も特別支援教
育支援員を配置することで支援が必要な児童に
対してきめ細やかなサポートをするためには必要
である。担任に対しての負担軽減も図れる

担任ひとりでは対応できない部分も特別支援教
育支援員を配置することで支援が必要な児童に
対してきめ細やかなサポートをするためには必要
である。担任に対しての負担軽減も図れる。支援
の必要な児童が増加傾向にある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

特別支援教育支援員の配置により必要とする児
童のサポートができ安心した学校生活を過ごすこ
とができた。

特別支援教育支援員の配置により必要とする児
童のサポートができ安心した学校生活を過ごすこ
とができた。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 0 一 般 財 源 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 小学校における支援が必要な児童 補助単独 0

教育委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 障がいのある児童が安心安全に学校生活をおくることができる 経費区分 0

0 開始年度

新/継 継続（維持）

目 標 学校生活を送る上で困難を生じる場面での支援を行う

予算科目 款 ゼロ予算 項 0 目

手 段 特別支援教育支援員を配置し、障がいのある児童に対し支援を行う

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

教育委員会細節名称特別支援教育支援員の配置

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　対象児童への支援 ➀ 対象児童への支援

※ゼロ予算事業については、成果の

み方向性を検討してください。（コスト

は不要）



【朝日村第６次総合戦略】 4 1 5

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

56令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 132 一 般 財 源 132 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

学校評議員制度については令和3年度で廃止と
なった。令和4年度から学校運営協議会制度へ
以降した。 学校運営協議会は、①学校運営に関
する基本方針の承認をする②学校運営に関する
意見を述べる③教職員の任用に関する意見を述
べるという機能をもって、目指す子どもの姿に向
かってコミュニティ・スクールの推進を図る。

学校運営協議会は、①学校運営に関する基本方
針の承認をする②学校運営に関する意見を述べ
る③教職員の任用に関する意見を述べるという
機能をもって、目指す子どもの姿に向かってコ
ミュニティ・スクールの推進を図る。

財源

（千円）

132 予算額 132 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

国型コミュニティ・スクールへ令和４年度移行する 国型CSへの移行により新たな学校運営協議会
の運営の仕方など構築していく必要がある、

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

コロナ禍により会議は１回の開催となった。次年
度のグランドデザインに対する意見や、令和４年
度のコミュニティ・スクール開始にむけた研修や
意見交換を行った。

本年度の学校運営方針、学校の運営状況等の
報告をする中でご意見をいただいたり、、令和４
年度のコミュニティ・スクール開始にむけた準備
の報告等を行った。令和4年度の国型CSへの準
備が整えらえた。

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 5 一 般 財 源 15 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ２．一人一人が活躍できる村をつくります

重点目標 ４．特色のある教育・生涯学習の充実

主要施策 ４－１．未来の村を担う子どもたちの生きる力を育む教育を行います

対 象 朝日小学校 補助単独 単独

教育委員会

事 業 名 称

概 要

目 的 保護者及び地域住民の意向を反映させるとともにその協力を得て、地域に開かれた特色ある学校運営を推進する経費区分 経常

'01 開始年度

新/継 継続

目 標 地域とともにある学校

予算科目 款 '10 項 '02 目

手 段 朝日村立小学校評議員運営要綱による

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

報償費細節名称学校評議員活動報償金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀　会議の開催 5 ➀  会議の開催 15


